
中小企業の経営課題に関するアンケート結果概要

○調査目的：東京商工会議所 中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の実現を目指
し、例年、｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提出している。本調査は、
中小企業が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項の取りまとめに供するため会員中小企業・小規
模事業者を対象に行ったもの。
○調査期間：2016年1月5日～1月25日
○調査方法：郵送による調査票送付、

FAX、メールによる回答
○調査対象：会員中小企業・小規模事業者7,844社
○回答数 ：1,341社(回答率17.1%)(20人以下52.0%)

2016年調査

【業種】

【業歴】

【資本金】【従業員数】

【売上高】

（１）直近の収益状況（経常利益） （２）来期の見通し

【海外との取引状況】

2016年3月10日
東京商工会議所

中小企業部
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１．経営状況について

○「黒字」の割合が57.2%を占め、次いで「収支トントン」（27.6%）、「赤字」(15.1%)となっている。来期の見通しについ
て直近と比較すると、「増加」は横ばい(△0.9ポイント） 、「収支トントン」が増加している（＋8.6ポイント） 。

２．事業の見通しについて

（１）業界の中期展望（今後3～5年） （２）業界の競争環境（今後3～5年）

（３）貴社の事業方針

○業界の市場規模については、5割が「横ばい」と回答し、2割がそれぞれ「拡大」「縮小」と回答。
○業界の競争環境については、約5割が「激化する」と回答。
○事業方針については、「現状維持」が52.2%と最も高く、次いで、「拡大」が36.9%となっている。

海外との取引を行っている

※（）内は前回調査結果
前回とサンプル数に違いがあるため規模別のみ表示

※2015年調査
○調査期間：2015年1月14日～1月31日
○調査対象：会員中小企業・小規模事業者4,875社
○回 答 数 ：850社(20人以下69.1%）
○業種構成：製造業24.2%、建設業14.6%、卸売業25.3%、

小売業7.2%、サービス業28.7%
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②販売・受注量 ③販売・受注単価
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３．売上について

（１）1年前と比べた売上の状況

（２）売上拡大に向け今後注力していきたい取組（複数回答）

（３）売上拡大に取組む上での課題(複数回答)

（４）売上拡大を阻害している外部環境(複数回答)

○約4割の企業が「増加」と回答。特に建設業において「増加」が44.7％と高くなっている。
○販売受注「量」は4割弱が「増加」と回答した一方、「単価」については「変わらない」が5割を占め、「上昇」は2割
にとどまる。売上増加の要因は「量」に起因し、「単価」上昇の影響は少ない。

○ 「顧客ニーズへの対応」、 「既存製品・サービスの高付加価値化」や「営業・販売体制の見直し・強化」による取組
がいずれの規模においても高い。

○「人材の不足」(71.6%)が最も高く、次いで、「製品・サービス・技術の不足」(41.2%)となっている。

○「価格競争の激化」（56.5％）が最も高く、次いで、「市
場ニーズの変化・多様化」（42.2％）となっている。

①売上高

※（）内は前回調査結果
前回とサンプル数に違いがあるため規模別のみ表示
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②上昇した事業コストの転嫁について

４．経営資源について～人材～

（１）人員の過不足状況

（１）2015年の実施状況 （２）2016年の実施見通し

５．経営資源について～設備～

（２）不足している人員（「不足」回答企業・複数回答）

○1年前と比べた事業コスト(商品仕入単価、原材料費、燃料費等)については、約6割が「上昇」と回答。また、上昇し
た事業コストの転嫁については、「一部しか転嫁できていない」(66.4%)が最も高く、「全く転嫁できていない」(23.7%)と合
せ、9割が十分に転嫁できていない。

○6割の企業が「不足」と回答。特に建設業では8割が「不足」と回答している。
○「現場・作業スタッフ」(56.5%)や「営業スタッフ」(53.5%)の不足が顕著である。

○2015年に設備投資を実施した割合は約5割。2016年の実施見通しについても実施予定が5割となっている。
○設備投資を行わない理由としては「設備を必要としない事業のため」が4割を占める一方、製造業では、「投資に見
合う需要見通しが立たないため」が4割に上っている。

①一年前と比較した事業コストの変動

○8割の会社が自社ホームページを保有しており、約3割は自社の販売・売上増に貢献していると考えている。

【貢献している理由(複数回答)】

（１）今後1年間の借入意向

○今後1年間の借入意向について、「ある」が54.8%、「ない」企業が45.2%となった。
○借入の資金使途としては、「通常の運転資金」が68.6%となっている。借入意向のない理由としては、「十分な手元資
金がある」(41.0%)が最も高く、次いで「資金需要がない」(28.9%)、「直近で資金調達を行った」(21.2%)となった。借入困
難を理由とする割合は低い。
【借入意向ありの資金使途】(複数回答) 【借入意向なしの理由】(複数回答)

【借入の意向】

６．経営資源について～資金～

（３）設備投資を行わない理由

※（）内は前回調査結果
前回とサンプル数に違いがあるため規模別のみ表示

（５）事業コストについて

（６）販路開拓におけるホームページの活用について
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(n=222)

(n=372)

(n=94)

(n=257)

38.6%

33.7%

29.4%

22.8%

15.3%

14.4%

11.2%

14.4%

商品・サービス力がある

専任の担当者がいる

写真・動画を活用している

アクセス解析をしている

ネット広告を出している

ＳＥＯ対策をしている

ＳＮＳと連動している

その他 (n=347)

61.6%

56.5%

67.1%

33.7%

39.4%

27.6%

4.7%

4.1%

5.3%

全体

0～20人

21～300人

不足 適正 過剰

(n=1327)

(n=685)

(n=642)
57.7%

81.4%

53.2%

49.5%

66.2%

35.6%

17.3%

41.4%

45.3%

30.1%

6.6%

1.3%

5.4%

5.3%

3.7%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=362)

(n=226)

(n=372)

(n=95)

(n=272)

56.5%

53.5%

21.6%

11.2%

26.6%

12.5%

7.8%

4.6%

1.7%

現場・作業スタッフ

営業スタッフ

企画・研究・開発スタッフ

総務・事務スタッフ

現場・作業の管理監督者

営業の管理監督者

企画・研究・開発の管理監督者

総務・事務の管理監督者

その他 (n=809)

13.3%

10.2%

16.6%

12.6%

5.9%

19.7%

23.0%

18.2%

28.1%

51.0%

65.7%

35.5%

全体

0～20人

21～300人

新規設備投資を行う予定
新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行う予定
既存設備の改修・定期更新を行う予定
設備投資を行わない予定

(n=1298)

(n=665)

(n=633)

新規25.9％ 既存35.6％

16.6%

15.2%

10.5%

6.7%

13.4%

22.5%

7.6%

6.9%

11.1%

11.9%

25.3%

20.6%

24.1%

16.7%

22.8%

35.7%

56.5%

58.4%

65.6%

51.9%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=356)

(n=223)

(n=361)

(n=90)

(n=268)

13.2%

8.6%

18.2%

14.2%

7.5%

21.3%

19.4%

14.5%

24.6%

53.2%

69.5%

36.0%

全体

0～20人

21～300人

新規設備投資を行った
新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った
既存設備の改修・定期更新を行った
設備投資を行わなかった

(n=1317)

(n=678)

(n=639)

新規27.4％ 既存33.6％

(31.0%)

(50.2%)

(69.0%)

(49.8%)
16.3%

14.7%

9.6%

8.5%

14.2%

27.3%

9.4%

7.2%

7.4%

12.4%

22.1%

19.2%

18.5%

13.8%

19.0%

34.3%

56.7%

64.7%

70.2%

54.4%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=362)

(n=224)

(n=363)

(n=94)

(n=274)

11.6%

13.9%

6.9%

23.2%

22.5%

24.5%

19.7%

17.7%

23.6%

3.0%

1.9%

5.1%

42.6%

44.0%

39.8%

全体

0～20人

21～300人

(n=639)

(n=423)

(n=216)
15.8%

8.9%

3.4%

26.3%

16.4%

42.5%

16.3%

17.1%

24.6%

20.9%

18.3%

28.5%

16.1%

19.3%

18.7%

5.0%

3.9%

3.7%

18.3%

46.3%

59.5%

29.8%

40.3%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

資金不足のため

投資に見合う需要見通しが立たないため

更新の必要がない（比較的新しい）ため

現状で設備が過剰のため

設備を必要としない事業のため

(n=120)

(n=123)

(n=205)

(n=57)

(n=134)

※為替動向※調査時点：1ドル=116～119円(1/5～25） 1年前：1ドル=117円(2015年1月)

54.8%

48.3%

61.8%

45.2%

51.7%

38.2%

全体

0～20人

21～300人

ある ない

(n=1327)

(n=686)

(n=641)

(46.0%)

(56.6%)

(54.0%)

(43.4%)

68.6%

25.5%

16.7%

13.5%

9.3%

5.4%

2.1%

通常の運転資金

売上(受注)増に伴う

増加運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新

に係わる資金

新規事業に係わる資金

研究開発資金

その他(n=717)

41.0%

28.9%

21.2%

9.2%

5.3%

2.7%

3.5%

十分な手元資金がある

資金需要がない

直近で資金調達を行った

借入枠に余裕がない

業績が悪化している

直近の決算書で金融機関に

断られた

その他 (n=546)
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９．必要な支援策について

＜上位5項目＞

○「人材確保への支援」(49.9%)が最も高く、次いで、「中小企業関連税制の拡充」(44.5%) 「資金繰り支援」(44.4%)と
なった。特に建設業・サービス業での「人材確保への支援」が高くなっている。また、0～20人の小規模企業では、依
然として「資金繰り支援」が55.8%と高い。

○取引先からの代金回収については、６割が手形を含む取引をしている。手形を含む割合は「30％以下」が6割と
なっているが、手形の平均日数では「91～120日」が5割に及んでおり、資金繰りに一定の影響を及ぼしている。

７．TPPについて
○TPPの大筋合意による自社の業績へのプラスの影響について約2割が期待していると回答。特に海外との取引を
行っている企業では29.1％となっている。一方、「わからない」が3割を超えており、TPPがもたらす変化について引き
続き周知普及が必要とみられる。

【TPPに期待する理由】

８．軽減税率への対応について

○軽減税率導入への対応にあたり自社の課題と思われる項目について、「何が問題か現時点ではわからない」が5
割弱、次いで「軽減税率制度の詳細の理解」が約4割となっており、具体的なイメージが湧いていない様子がうかがえ、
まずは制度の周知が必要である。

【代金回収に占める手形の割合】(n=756)

【手形の平均日数】(n=734)

【手形の割引状況】(n=729)

【規模別】 【業種別】

※（）内は前回調査結果
前回とサンプル数に違いがあるため規模別のみ表示

（２）手形取引について

現金100％
35.3%

現金・その他100％
2.7%

手形あり
62.0%

(n=1220)

30％以下
61.5%

31～50％
18.8%

51～80％
16.8%

81～100％
2.9%

60日以下
9.1%

61～90日
27.1%

91～120日
54.4%

121日以上
9.4%

有 42.1% 無 57.9%

29.1%

12.8%

37.8%

51.0%

33.1%

36.3%

海外との取引を

行っている

海外との取引は

行っていない

(n=495)

(n=830)

18.9%

16.9%

21.0%

46.0%

48.4%

43.5%

35.1%

34.7%

35.5%

全体

0～20人

21～300人

期待している 当社には影響がない わからない

(n=1325)

(n=688)

(n=637)

48.6%

47.4%

34.5%

33.7%

9.6%

2.4%

取引先への好影響による自社への波及

関税撤廃による調達コストの低下

自社製品・サービスの海外市場への拡大

通関手続きの標準化・迅速化

海外への投資機会の拡大

その他 (n=249)

49.9%

44.5%

44.4%

33.7%

24.1%

20.7%

16.7%

16.1%

12.7%

10.9%

10.4%

9.2%

8.0%

7.3%

7.2%

6.5%

6.4%

5.2%

5.2%

4.7%

4.5%

4.4%

2.7%

6.2%

人材確保への支援

中小企業関連税制の拡充

資金繰り支援

人材育成への支援

事業承継への支援

販路開拓・マーケティング支援

中小企業支援施策の情報発信や申請支援

新分野への進出支援

製品・サービス開発への支援

消費税の価格転嫁対策

下請取引の監視・指導

海外展開支援

Ｍ＆Ａに係わる支援

経営革新支援(経営戦略の作成等)

IT化支援(HP改良や業務システム導入支援等)

企業間連携の促進

省エネ対策への支援(設備導入、コンサル等)

事業再生支援(改善計画作成、金融調整等)

ＢＣＰ(事業継続計画）策定支援

知的財産権の保護・活用支援

産学官連携の促進

地域活性化(観光、コミュニティ等)支援

創業・ベンチャー企業支援

特にない (n=1319)

47.1%

44.8%

41.5%

31.2%

22.6%

69.2%

45.1%

42.9%

48.7%

25.9%

43.0%

48.1%

43.3%

34.9%

26.3%

34.4%

38.7%

50.5%

18.3%

25.8%

52.4%

40.6%

49.1%

28.4%

21.0%

人材確保への支援

中小企業関連税制の拡充

資金繰り支援

人材育成への支援

事業承継への支援

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=359)

(n=224)

(n=372)

(n=93)

(n=271)

44.9%

38.3%

21.4%

16.8%

15.2%

14.6%

14.3%

14.0%

13.2%

12.2%

7.4%

5.9%

5.6%

4.0%

何が問題か現時点ではわからない

軽減税率制度の詳細の理解

帳票入力や税率確認等の経理事務の人的な負担の増加

複数税率に対応した経理システムの導入・改修

複数税率に対応した経理方式の理解

インボイスへの対応

取扱商品・サービスの対象税率の決定

取引先との取引方法の見直し・協議

現場の従業員に対する教育

収益管理や原価計算の見直し

複数税率に対応した電子取引を行うための受発注システムの改修

インボイス導入後の免税事業者との取引

店舗等における消費者への対応

複数税率に対応したレジの導入、販売システムの改修 (n=1229)

42.2%

42.0%

55.8%

25.0%

26.1%

58.2%

47.2%

32.2%

43.2%

21.9%

人材確保への支援

中小企業関連税制の拡充

資金繰り支援

人材育成への支援

事業承継への支援0～20人
21～300人

(n=685)
(n=634)

(38.3%)

(36.0%)

(58.8%)

(25.6%)

(28.8%)

(56.9%)

(48.2%)

(42.7%)

(45.1%)

(22.5%)


